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2050 年カーボンニュートラルの実現に向けて貨物用電気自動車（EV）の導入機運が高まりつつある．

一方，貨物用 EVの導入促進にあたっては，航続可能距離を考慮したユースケースの整理や滞りのない輸

配送業務の遂行を支える充電インフラの整備など，ディーゼル貨物車にない特性を考慮した事業環境の整

備が必要である． 

本研究では，貨物車プローブデータを用いて輸配送時の走行データを抽出し，輸配送時における動態の

特徴を分析する．また，車種別のトリップや分散型電源に関する電力シミュレーションデータに着目して，

経路充電や目的地充電の役割や貨物用 EVの充電に際しての余剰電力の活用可能性を検証する．最後に，

分析・検証結果を踏まえ，貨物用 EVの普及に向けた今後の充電インフラの整備の方向性について考察す

る． 
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1. はじめに 

 

(1) 研究の背景と目的 

2050 年カーボンニュートラルの実現に向けて，我が国

の CO2排出量の約 2割を占める運輸部門における脱炭素

化の手段として，貨物用電気自動車（EV）導入の機運が

高まっている．8 トン以下の商用車に関する EV 導入目

標として，2030 年時点において新車販売ベースで

20~30%を EV とすることが「2050 年カーボンニュートラ

ルに伴うグリーン成長戦略」注1)に掲げられている．また，

環境省，経済産業省および国土交通省が連携して貨物車

を含む商用車の EV 導入促進を支援する「商用車の電動

化促進事業」が本年より開始される注2)，貨物用 EV の導

入促進に向けた各省庁による支援事業が本格化している．

さらに EV の運用に不可欠となる充電インフラ整備の加

速も企図されており，本年 8 月に策定された「充電イン

フラ整備促進に向けた指針（仮称）」注3)において，2030

年までの充電インフラ設置目標数が 15 万口から 30 万口

に見直された．このように，EV普及支援と EV充電イン

フラ整備支援との両輪が今後推進されていくことが期待

される． 

その一方で，貨物用 EV の導入にはまだ課題が多い．

例えば，貨物用 EV はガソリン車と比べて一般的に航続

可能距離が短い．航続可能距離を延ばすためには大容量
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の蓄電池を搭載する必要があるが，車両の大きさによっ

て搭載可能な容量に制限があり，また蓄電池の体積が大

きくなるほど貨物用スペースが小さくなり且つ搭載コス

トが上がる注4)．従って，EV の導入には航続可能距離・

車両の大きさ・蓄電池のコスト・輸配送目的等を考慮し

て最適な条件を考慮する必要がある．また，充電インフ

ラについても，前述の「充電インフラ整備促進に向けた

指針（仮称）」において，経路・目的地における滞在時

間等を踏まえた急速充電の整備や，車両の使われ方の実

態を踏まえた基礎充電以外のあり方の検討の必要性が謳

われている．特にユーザーからは経路充電に対する不安

から，高速道路・道の駅・公道等への公共充電器（急速

充電）の配備・充実を強く求める声が挙がっており，こ

うした声を受け NEXCO3社らは，高速道路の SA・PAに

おける急速充電器の整備計画と見通しを発表した注5)．他

方で，貨物の輸配送先となる商業施設等での目的地充電

に関しては，物流業務上重要な充電機会になりうると考

えられるものの，まだ踏み込んだ言及は行われていない． 

このような背景を踏まえ，本研究では，特定の商業施

設を目的として配送を行う貨物車に着目して，貨物車プ

ローブデータから走行経路とトリップを抽出し，その動

態の特徴について分析を行う．また，対象施設に配送を

行った際の走行距離と滞在時間を基に，車両の使われ方

に応じた EV 化の促進にあたり経路充電・目的地充電が

果たす役割について説明する．更に，対象施設に設置さ

れた分散型電源から発生する余剰電力の貨物用 EV 向け

充電への活用可能性を検証する．最後に，分析結果を踏

まえ，今後の充電インフラの整備の方向性について考察

する． 

 

(2)  既存研究について 

 EV の普及と充電インフラとの関係に注目した研究は

市場規模の大きい自家用 EV 車を中心としたものが貨物

車 EVに先行して実施されている．土屋らは，EVへの移

行可能性に関して質問したアンケート調査の結果をもと

に，高速道路等に設置された急速充電施設への利用意向

について調査した1)．また，小田らは，EV の普及に向け

て国内の急速充電施設が備えるべき機能について分析し

ている2)． 

その後，世界の EV 市場の主戦場の一つが商用車とな

るにつれ注6)，商用貨物車を対象とした報告が挙がってき

ている．予め配置された充電施設の場所がどのように貨

物車のドライバーの経路選択行動に影響を与えるかに着

目した城間らは，充電施設のアクセス性，他のドライバ

ーの経路選択行動，充電行動等を媒介とした最適化問題

として行動モデルを定式化した．ただし，このモデルは

基本的に経路充電に焦点を当てた設計となっており，目

的地充電はモデルの外生として仮定されている3)． 

また，勅使河原らは道路交通センサスデータを用いて，

バス，普通車，貨物車等の車種別に，太陽光発電の余剰

電力に対する充電促進ポテンシャルを整理している4)．

商用車の EV 普及に関して車両プローブデータを活用し

た研究の数はまだ少ないが，岩田らは商用車の車両プロ

ーブデータからその走行特性を分析し，EV 化の可能性

について考察している5)．ただし，前者は平成 17 年度の

道路交通センサスデータという，現在より 20年近く前の

インタビューベースのデータを用いた分析であり，後者

は京阪神地域を対象とした一ヶ月分の（平日と土日のが

混在の）データという制約があり，最新の状況，季節性

の影響，あるいは地域差等を把握するためには，さらな

るアプローチが必要と同著者らも結んでいる． 

 こうした状況を踏まえ，本研究では，2021 年の 1 年分

の全国の貨物車プローブデータを用いて，全国分のトリ

ップを抽出し，特定の商業施設をユースケースとした際

の目的地充電の活用可能性について検討した．このとき，

トリップの定義は通常 1 日単位で集計するアプローチが

一般的であるが，本研究では深夜日跨ぎで輸配送業務を

行うことが多いトラックの走行データの特性を考慮して，

勤務時間の開始時刻を推定しそれを起点に 36時間の相対

時間をスキャンすることで判定する手法を開発した．詳

細については 2章で説明する． 

 

(3) 本研究における前提 

a)  輸配送のパターン 

本研究では，貨物車による輸配送のパターンを 1 日あ

たりの走行距離に応じて分類する．具体的には，1 日あ

たり 260km 以上走行するパターンを幹線輸送，1 日あた

り 100km以上 260km未満走行するパターンを地場配送，

1 日あたり 100km 未満走行するパターンをラストワンマ

イルと分類する． 

1 日あたりの走行距離に応じた輸配送のパターンのイ

メージを示す(図- 1)． 

b) EV化が進展する貨物車のセグメント 

本研究では，貨物車のサイズと輸配送のパターンで車

両の使われ方を分類し，EV 化が進行するセグメントを

次のとおり整理する． 

まず，小型車～準中型車を中心としたラストワンマイ

ルを主に担う車両は，1 日あたりの走行距離が現行の貨

物用 EV の航続可能距離（一度の充電で概ね 150 ㎞程度)

の範囲内に収まるため，EV 化が先行して進むと想定す

る．中型車を中心とした地場配送を主に担う車両は，現

行の貨物用 EV の航続可能距離を勘案すると，輸配送業

務中に 1 度は充電が必要になると想定されるため，輸配

送時の経路または目的地における急速充電器の設置が充

実することを前提に，EV 化が進みうると想定する．大

型車を中心とした幹線輸送を主に担う車両は，EV 化し
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た場合輸配送業務中に複数回の充電が必要になると考え

られるため，FCVによる脱炭素化が進むと想定する． 

車両の使われ方のセグメンテーションと EV 化のシナ

リオのイメージを示す(図- 2)． 

 

2. 分析手法 

 

本章では，本研究において配送を行う分析の対象とす

る施設，使用するデータおよび走行データの抽出方法，

ならびにトリップの定義方法について説明する． 

 

(1) 対象施設 

本研究では，茨城県県央地域に所在する商業施設A 

を対象施設とする．当施設は，広大な店舗面積を有し，

家庭用品から園芸用品，資材など幅広い品目を揃えてい

る．なお，商業施設 A では屋根上に太陽光パネルを設置

した専用の太陽光発電所が導入されており，分散型電源

として当施設における使用電力を賄っている．パネル容

量を増やせる余地があるため、季節・時間帯によっては，

太陽光発電所の発電量が施設の使用電力を上回り，余剰

電力が発生するパネル容量を計画している． 

(2) データ 

a) 貨物車プローブデータ 

本研究では，日野自動車株式会社が製造した貨物車か

ら取得されるプローブデータ（車両使用者の承諾を得た

車両に限る）のうち，時刻・緯度・経度などの位置情報

と走行距離を用いる．対象期間として 2021年 1月から同

年 12月の 1年間分を使用した． 

本研究では，プローブデータが保有する属性の中で，

特に位置情報と走行距離から得られる情報を組み合わせ，

各車両に対して特定のエリア内外の判定や移動／滞在の

判定を行っている． 

なお，特定の個人の識別や個人情報の復元を防ぐため

に，提供されたデータには匿名加工処理が施されている．

具体的には，個人情報保護に基づくガイドラインに準拠

し注7)，車両のカテゴリ化（大型車・中型車・小型車），

ソルトを加えた仮名加工，起終点周辺記録の除去に加え，

時間分解能を粗くする等の処理を実施することで，本研

究の目的外の復元が起きないよう配慮している． 

b) 電力シミュレーションデータ 

商業施設 Aに設置された太陽光発電所より発生する余

剰電力の貨物用 EV 向け充電への活用可能性を検証する

 

図- 1  輸配送のパターンのイメージ 

 

 

図- 2   車両の使われ方のセグメンテーションと EV化のシナリオのイメージ 
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ため，本研究では，株式会社アイ・グリッド・ラボにて

生成した電力シミュレーションデータを用いる． 

このデータは，商業施設 Aにパネルを設置する際の設

計値である．ここで，施設の使用電力量は 30分単位の 1

年間分の過去実績データを使用した．太陽光発電量は，

施設の使用電力量と同じ日時の日射量データから算出し

た 30分単位のシミュレーションデータである．パネル容

量は施設の屋根面積などを考慮して決定した．余剰量は，

太陽光発電量から施設使用電力量を引いた値（正値の

み）に相当する． 

 

(3) 商業施設 Aを目的とする走行データの抽出 

商業施設 Aを囲む形でジオフェンスを設定し，ジオフ

ェンス内に 3分以上滞在した車両を商業施設 A内に進入

した貨物車としてフィルタリングする．さらに，それら

の貨物車から取得された位置情報および走行距離を用い

て，商業施設 Aへの配送を行ったトリップを含む走行デ

ータを抽出する． 

このとき，GPS には大気の影響，建物の反射によるマ

ルチパス，時計誤差やシステム障害等，様々な要因によ

る測位誤差が含まれるため，施設内外の判定に一定のバ

ッファ領域を設けなければ，判定から漏れるデータが出

てくる．そこで，本研究では連続するレコードの走行距

離差が 0m（車両停止時）を取る際の二点間の GPS 座標

間距離を算出・集計し，その分布から GPSの誤差の傾向

を確認した(図- 3). その結果，全体の 90%以上のデータ

が GPS誤差 0m以上 10m未満に収まることが明らかにな

ると同時に，1 割弱のデータは 10m 以上の測位誤差を持

つことがわかった．1 割のデータが施設内外判定から漏

れると結果への影響が大きい．そこで本研究では，約

99%(≒98,97%)のデータが GPS 誤差 70m 未満に収まるこ

とから，バッファの閾値として 70mを採用した． 

 

 

図- 3 車両停止時のGPS測位誤差の割合 

  

(4) トリップの定義 

 トリップの定義方法は研究目的や OD データ等の使用

するデータの性質によって様々なアプローチがあるが， 

トリップを 1 日のうちあるゾーンを出発してから再び元

の出発地に戻ってくる 1 日完結性を有しているという前

提を定め6)，起点を車庫と仮定して車庫から目的地に向

かい，その後目的地から車庫に戻った時までの 2 トリッ

プを対象とする方法7) が多い．このように，データを

0:00から 23:59分までの 1日単位で区切り分析する方法は

一般的ではあるが，深夜の時間帯に日を跨いで配送する

ケースや，数日かけて全国を長距離輸送することもある

トラックの分析に対しては，そうしたアプローチは適し

ていない． 

 そこで，本研究では 1 年間分のデータを 1 日単位で分

割せずシームレスに連結し，次のように処理を行った(図

- 4)． 

 

図- 4  トリップの定義 

 

 30 分間以上滞在のあった時刻を休憩時間とし，各

トリップに分割．  

 トリップの開始時刻を起点に相対時間で 36 時間分

のトリップデータを読み込む．この時，36 時間を

超えて休憩時間が継続する場合は本スキャンの対象

から除く(次回スキャン時の対象になる)． 

 36 時間内の休憩時間のうち最も長い時間を検索し，

休憩の開始時刻を終業時刻，休憩の終了時刻を始業

時刻と判定する．これらの時刻を基に勤務時間を推

定し，勤務時間内と勤務時間外を区別する． 

 休憩時間の滞在場所が商業施設 A内であるトリップ

を抽出する 

 前述のステップで判定された始業時刻を次の起点と

してスライドし，次の 36 時間分のトリップデータ

を読み込む．この処理を 1年分のデータの終了時ま

で逐次繰り返す． 

 

以上の処理によって日跨ぎを含む深夜時間のトラック

のトリップを問題なく抽出することが可能となった．な

お，滞在の判定を 30分間以上とした理由はドライバーが

4 時間連続で走るなら 30 分以上の休憩が必要という 430

休憩の考え方を参考としている注8)． 

 

 

3. 輸配送動態に関する分析 
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本章では，前章で説明した方法により抽出した，商業

施設 Aに配送を行った貨物車と全国で稼働する貨物車の

走行データについて，1 日あたり走行距離，長時間滞在

が生じた時間帯ならびに輸配送経路を可視化することで，

商業施設 Aに配送を行った貨物車に関する輸配送動態の

特徴について考察する． 

 

(1) 走行距離分析 

全国の貨物車の 1 日あたり走行距離の累積分布に関す

る集計結果を示す(図- 5)．1 日あたりの走行距離の中央値

を見ると，大型車が 170km程度，中型車が 140km程度，

準中型車が 100km 弱となっている．また，20%弱の大型

車は 1日に 600km以上走行していることが分かる．これ

らの結果は，大型車は主に幹線輸送向け，中型車は主に

地場配送向け，準中型車は主にラストワンマイル向けと

いった車種毎の車両の使われ方と概ね整合している． 

商業施設 Aに配送を行った貨物車の 1日あたり走行距

離の累積分布に関する集計結果を示す(図- 6)．商業施設A

に配送を行った貨物車の特徴として，大型車・中型車に

よる走行レコードが多い一方で準中型車による走行レコ

ードは少ない点，走行距離の平均値および中央値が図-5

に比して長い点が挙げられる．商業施設 A が郊外の幹線

道路に近い場所に立地しており，また，高速道路のイン

ターチェンジからも近いことから，商業施設 A への配送

は幹線輸送や地場配送が多い可能性があることを示唆し

ていると考えられる． 

商業施設 Aに配送を行った際のトリップを具体的に把

握するため，商業施設 Aに向かったトリップおよび商業

施設 Aを出発したトリップをに示す(図- 7, 図- 8)．いずれ

のケースにおいても，大型倉庫および共同配送センター

が集積する圏央道沿いのエリアを起終点とするトリップ

が最も多く，商業施設 Aへの配送を行う貨物車は比較的

長距離の地場配送を担うケースが多いことが確認された． 

 

図- 5  走行距離集計結果（全国分） 

 

 

図- 6  走行距離集計結果（商業施設A） 

 

図- 7  商業施設Aに向かったトリップ 

 

図- 8  商業施設Aを出発したトリップ 

 

(2) 長時間滞在分析 

商業施設 Aに配送を行った貨物車による商業施設 Aに

おける 30分以上の滞在の発生に関する時間帯別の集計結

果を示す(図- 9)．商業施設 A に配送を行った貨物車の特

徴として，6時台から 8時台と 11時台から 12時台におい

て長時間滞在が多い点が挙げられる． 

長時間の滞在が生じる要因として，荷積み，搬入，荷待

ち，休憩などが想定される．商業施設 Aは 9時から営業

を開始することから，6 時台から 8 時台にかけての長時

間滞在は開店前の搬入が主な要因と推察される．また，

11 時台から 12 時台にかけての長時間滞在はドライバー

の休憩が主な要因と推察される． 

 

(3)  輸配送経路分析 

 商業施設 A を目的地とした全トリップ間の輸配送経路

を可視化することで，その施設の輸配送対象エリアを確

認した(図- 10)． 

多くのトリップが商業施設 A を中心とした茨城県の同

市内に集中していることがわかる．また，北方面の最遠

地点は福島県の伊達市および相馬市，西方面の最遠地点

は群馬県富岡市の付近，南方面の最遠地点は静岡県の富

士宮市付近となっているが，これらの経路を車両で走行

する際の所要時間をナビで確認したところ，伊達市まで

が 3 時間弱，相馬市と富岡市までが 2 時間強，富士宮市

までが 4 時間弱であった．これらの結果は厚生労働省に

よるトラックドライバーに対する連続運転時間４時間以

内の基準内に収まっており，本研究のトリップ抽出の妥

当性が確認できたと同時に，トラックドライバーが基準

を順守していることが確認された． 

商業施設A 

大型倉庫・ 

共同配送センター 

商業施設A 

大型倉庫・ 

共同配送センター 
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図- 9 商業施設Aにおける長時間滞在の集計結果 

 

 

4. 地場配送向け貨物車の EV 化の条件と分散型電

源による余剰電力の活用可能性 

 

本章では，商業施設 A に配送を行った貨物車のうち中

型車による商業施設 A への配送前後のトリップに着目し，

中型車を中心とした地場配送を担う貨物車の EV 化促進

にあたり，経路充電・目的地充電が重要な役割を果たす

ことを説明する．また，電力シミュレーションデータを

用いて，分散型電源から発生する余剰電力の貨物用 EV

向け充電への活用可能性を検証する． 

 

1章で整理したとおり，中型車を中心とした地場配送を

主に担う車両は，現行の貨物用EVの航続可能距離を勘

案すると輸配送業務中に 1度は充電が必要になると想定

される．これらの車両の EV 化を促進するにあたっては，

特に，車両の使われ方を踏まえた経路充電や目的

 

図- 10  商業施設Aを目的とした全トリップの移動経路 

 

地充電などの充電機会の充実が重要になると考えられる． 

また，2 章で述べたとおり，商業施設 A では屋根上に

専用の太陽光発電所を導入しており，分散型電源として

活用されていることに加え，季節・時間帯によっては余

剰電力が発生する．地域に存在する分散型電源から発生

する余剰電力を輸配送時の経路または目的地において貨

物用 EV の充電に活用することができれば，運輸部門に

おける脱炭素化は更に促進される． 

商業施設 Aに配送を行った貨物車のうち中型車による

商業施設 Aへの配送前後のトリップに関するデータと商

業施設 A における電力シミュレーションデータを事例と

して，分散型電源から発生する余剰電力の貨物用 EV 向

け充電への活用可能性について検証を行う． 

商業施設 Aにおける余剰電力の発生に関するシミュレ

ーション結果を示す(図- 11)．冬季における余剰電力の発

生量は少ないが，他の時季においては 6時頃から 10時頃

まで余剰電力の発生が見込まれる． 

次に，商業施設 Aにおいて余剰電力が発生する 6時か

ら 10 時の間に商業施設 A に配送を行った中型車のトリ

ップを示す(図- 12)．3 章における分析結果と同様に，大

型倉庫および共同配送センターが集積する圏央道沿いの

エリアを起点とするトリップが多く確認された．当該起

点から商業施設 Aまで約 150km程度の移動を要するが，

現行の貨物用 EV の航続可能距離は 150km～300km 程度

であり，貨物用EVで配送を行ったと仮定した場合，少 
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図-11 商業施設Aにおける余剰電力の発生に関するシミュレ

ーション結果 

 

図-12 6~10時台における中型車のトリップ 

 

なくとも 50%程度の電池容量を消費することとなる．3

章で分析した中型車の走行距離も併せて勘案すれば，商

業施設 Aにおける充電機会の提供は商業施設 Aに配送を

行う中型車の EV 化に大きな役割を果たすと考えられる． 

また，余剰電力が発生する時間帯は，図-9 に示される

とおり，開店前の搬入が要因と考えられる中型車の長時

間滞在が発生する時間帯と重なる．積荷の搬入を行って

いる間に貨物用 EVへの充電が可能となれば，貨物用 EV

への充電にあたり余剰電力が活用できる． 

 

 

5. 充電インフラ整備の方向性 

 

本章では，前章までの分析の結果を受け，特に地場輸

送を担う貨物車の使われ方の実態を踏まえた充電インフ

ラ整備の方向性について考察する． 

 

(1) 配送の目的地としての商業施設における急速充電の

重要性 

地場配送を担う貨物車は，1 日の走行距離を勘案する

と輸配送業務中に 1 度は充電が必要になると想定される．

また，限られた時間の中で輸配送業務を円滑に遂行する

ためには，急速充電による対応が求められる． 

本研究で対象とした商業施設など，地場配送時の目的

地における急速充電器の整備については，未だ十分に進

んでいない．地場配送を担う貨物車の EV 化促進にあた

り，コンビニ，道の駅，SA・PA といった地場配送にお

ける経路に加え，商業施設をはじめとした目的地におけ

る急速充電器の整備促進が重要である． 

 

(2) 分散型電源の活用可能性 

本研究における商業施設 Aのように，屋根上のスペー

スを活用して太陽光発電所を設置し分散型電源として活

用するオンサイト PPAの導入事例が増えている．オンサ

イト PPAの導入は，小売店，商業施設および物流施設な

ど，輸配送と関連性の強い施設を中心に進められており，

貨物用 EV への充電に際して分散型電源の活用が期待で

きる． 

前章で示したとおり，余剰電力の発生と貨物車の長時

間滞在のタイミングが合えば，余剰電力をそのまま貨物

用 EV の充電に活用できる可能性がある．さらに，太陽

光発電に加え蓄電池も同時に導入すれば，余剰電力をよ

り有効活用した貨物用 EV への充電需要に関するエネル

ギーマネジメントも可能となる． 

 

 

6. おわりに 

  本研究では，貨物車を事例として，貨物車プローブデ

ータを用いて商業施設 Aへの配送時のトリップを含む走

行データを抽出し，輸配送動態の特徴を分析した．また，

地場配送を担う貨物車の EV 化促進にあたり，経路充

電・目的地充電が果たす役割や分散型電源の活用可能性

を検証した． 

ただし，本研究の事例は一考察と認識しており，今後，

本研究を事例として貨物車の使われ方が様々な角度・場

面から分析され，効率的かつ効果的な充電インフラの整

備が進むことを期待したい． 

 

NOTES 

注1) 内閣官房，経済産業省，内閣府，金融庁，総務省，

外務省，文部科学省，農林水産省，国土交通省，環

境省：2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン

成長戦略，2021． 

注2) 環境省: 令和５年度商用車の電動化促進事業の公募に

つ い て , https://www.env.go.jp/page_00793.html 

(2023.10.07 accessed.) 

注3) 経済産業省：充電インフラ整備促進に向けた指針

（仮称）の案について，2023． 

注4) 環境省：「令和 2 年度 EV/FC バス・トラック等のユ

ースケースごとの航続距離等の特性に関するデータ

収集及び事業性検証業務」事業報告書，2020． 

注5) NEXCO 東日本:2023 年 3 月 29 日プレスリリース, 

https://www.e-nexco.co.jp/pressroom/head_office/2023/ 

0329/00012398.html  (2023.10.07 accessed.) 

注6) 藤坂 浩司: EV が自動車産業に与える影響と地域産業

の対応について, ぶぎんレポート No.271 2022 年 12 月

号 

注7) 個人情報保護委員会事務局: 個人情報保護委員会事務

局レポート 仮 名 加 工 情 報 ・ 匿 名 加 工 情 報 信頼

ある個人情報の利活用に向けて ―事例編―, 2022 年 3 
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月. 

注8) 廣田幹浩: 運輸・配送にかかわる企業が取り組むべき

DXの具体策 「第 15 回 運送業の改善基準告示対応～

（4）430 休憩～」, ERP NAVI, 2022. 

注9) 厚生労働省: トラック運転者の労働時間等の改善のた

めの基準, 2018 

注10) Optimise Prime：Final Learning Report, Deliverable D7, 

2023． 
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